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（仮称）あきた次世代エネルギーコンソーシアム 会則（案）

第１章 総則

（名称）

第１条 当会は、あきた次世代エネルギーコンソーシアムと称する。

（目的）

第２条 当会は、秋田県内における水素エネルギー等の普及・拡大に向けたビジネスモデルを開

発・構築し、検証を行うとともに、秋田県を起点とした全国各地での次世代エネルギー利用に

よる地域振興を通じ、持続可能な社会の実現に寄与することを目的とする。なお、次世代エネ

ルギーとは、再生可能エネルギーのほか、水素エネルギーや燃料アンモニア等を広く含むもの

とする。

（活動内容）

第３条 当会は、前条の目的を達成するため、次の各号に掲げる事業を行う。

一 次世代エネルギーに係る調査・研究開発及び実証等に関する事項

二 次世代エネルギー関連事業の設立・運営等の調査・研究に関する事項

三 次世代エネルギー関連事業者の連携協調・マッチング等に関する事項

四 次世代エネルギー利用促進に向けた普及啓発・情報発信に関する事項

五 次世代エネルギー等に係る制度研究・政策提言に関する事項

六 次世代エネルギー等に係る環境教育に関する事項

七 その他、コンソーシアムが定める業務

第２章 会員

（会員の種類）

第４条 当会は、次の各号に定める会員により構成する。

 一 正会員

二 賛助会員

三 特別会員

２ 正会員は、当会の活動に参加することを主たる目的とする団体、個人であり、会員総会等の

会議体において議決権 1 個を有し、発言及び質問をする権利を有する。 

３ 賛助会員は、当会の活動を賛助することを主たる目的とする団体、個人であり、会員総会等

の会議体において議決権を有しない。但し、発言及び質問をする権利を有する。

４ 特別会員は、行政機関や大学、研究機関、経済団体等のうち、当会の目的に賛同する団体・

個人とし、会員総会等の会議体において議決権を有しない。但し、発言及び質問をする権利を

有する。

（経費等の負担）
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第５条 会員は、当会の目的を達成するため、それに必要な経費を支払う義務を負う。

２ 会員は、別に定める入会金及び会費を納入しなければならない。但し、特別会員については

入会費及び会費とも免除とする。

（入会）

第６条 当会に入会しようとする者は、別に定める入会申込書を提出し、理事会の承認を得るも

のとする。

（退会）

第７条 会員が退会を希望するときは、退会届を提出しなければならない。

（除名）

第８条 会員が次のいずれかに該当する行為を行ったときは、理事会の審議、決議により、これ

を除名することができる。ただし、この場合には当該会員に対し弁明の機会が与えられなけれ

ばならない。

一 この会則に違反したとき

二 当会の目的に反する行為をしたとき

三 その他当会に不利益を及ぼした場合、又はそのおそれのある場合

四 入会申込書に虚偽の記載があった場合

第３章 会員総会

（会員総会）

第９条 当会の会員総会は、定時総会及び臨時総会とし、定時会員総会は毎事業年度の終了後３

ヶ月以内に開催し、臨時総会は必要に応じて開催する。

（招集）

第１０条 会員総会は、理事会の決定に基づき、会長が招集する。

２ 会員総会の招集通知は、会日より 1 週間前までに各会員に対して発する。 

（会員総会の成立）

第１１条 会員総会は、議決権を有する会員の出席者、書面により表決の意志表示をした者、委

任状提出者の合計が、議決権を有する会員の過半数となった場合に成立する。

２ 議決権を有する会員は、やむを得ず会員総会に出席できない場合は、予め提示された議案に

ついて書面を提出して表決するか、委任状を提出して、他の議決権を有する会員に表決を委任

することができる。ただし、受任者の記載がない場合は、会長に委任したものとみなす。また、

書面又は委任状を提出した者は会員総会に出席したものとみなす。

（決議の方法）
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第１２条 会員総会の決議は、出席会員の議決権の過半数をもってこれを行う。 

 

（議長） 

第１３条 会員総会の議長は、会長がこれに当たる。会長に事故があるときは、副会長がこれに

当たる。 

 

第４章 役員等 

（役員） 

第１４条 当会に次の役員を置く。 

 理事 3 名以上 10 名以内 

 監事 2 名以内 

２ 理事のうち、1 名を会長、若干名を副会長とし、1 名を幹事長とする。 

 

（選任等） 

第１５条 理事及び監事は、正会員及び特別会員の中から会員総会の決議によって選任する。 

２ 会長、副会長及び幹事長は、理事会の互選によって理事の中から定める。 

 

（役員の職務権限） 

第１６条 会長は、当会を代表し、その業務を執行する。 

２ 副会長は会長を補佐する。 

３ 理事は、理事会を構成し、当会の業務の執行の決定に参画する。 

４ 幹事長は、業務執行理事として、理事会の定めるところにより予算案及び事業計画案の作成

に関すること及び業務執行状況の管理監督に関する業務等を執行する。 

 

（監事の職務権限） 

第１７条 監事は、理事の職務の執行を監査し、監査報告を作成する。 

２ 監事は、いつでも理事に対して事業の報告を求め、当会の業務及び財産の状況の調査をする

ことができる。 

 

（顧問、アドバイザー等の職務権限） 

第１８条 顧問及びアドバイザー等は、理事会の諮問に対し、意見を表明することができる。 

２ 顧問及びアドバイザー等は、理事会の決議によって選任する。 

 

（任期） 

第１９条 役員の任期は、選任後 2 年以内に終了する事業年度のうち最終のものに関する定時会

員総会の終結の時までとし、再任を妨げない。 

２ 但し、設立時の役員の任期は、選任後 2 年以内に終了する次号年度のうち最終のものに関す

る定時会員総会の終了の時までとする。 
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３ 補欠として選任された理事又は監事の任期は、前任者の任期の満了する時までとする。 

４ 理事は、辞任又は任期の満了後において、定員を欠くに至った場合には、新たに選任された

者が就任するまでは、その職務を行う権利義務を有する。 

５ 顧問及びアドバイザー等の任期は、理事会によりこれを定める。 

 

第５章 理事会 

（構成） 

第２０条 当会に理事会を置く。 

２ 理事会は、すべての理事をもって構成する。 

 

（権限） 

第２１条 理事会は、次の職務を行う。 

 一 当会の業務執行の決定 

 二 理事及び部会の職務の執行の監督 

 三 会長、副会長、幹事長、顧問、アドバイザー等の選定及び解職 

 

（招集） 

第２２条 理事会は、会長が招集する。 

２ 会長が欠けたとき又は会長に事故があるときは、副会長が理事会を招集する。 

 

（決議） 

第２３条 理事会の決議は、決議について特別の利害関係を有する理事を除く理事の過半数が出

席し、その過半数をもって行う。 

２ 緊急の必要がある場合、または軽微な事項については、会長は書面による賛否を求め、理事

会の議決に代えることができる。 

 

第６章 部会 

（部会の構成） 

第２４条 当会は必要に応じて部会を設置することができる。 

２ 部会の構成等の詳細については、理事会にて決定する。 

 

第７章 事務局 

（事務局の設置） 

第２５条 当会の業務を遂行するため、事務局を置く。 

２ 事務局は秋田県内に置くものとする。 

３ 業務の適正な執行のため、事務局長を置く。 

４ 事務局長は、会長が任命する。 

５ 当会の庶務は、事務局長が総括し、処理する。 
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第８章 会則の変更 

（会則の変更） 

第２６条 本会則は、総会の議決をもって変更することができる。 

 

第９章 解散及び残余財産の処分 

（解散） 

第２７条 本会は、次の事由によって解散する。 

 一 総会の議決 

 二 その他総会で定める事由 

 

（解散時の残余財産の処分） 

第２８条 本会が解散した際の、残余財産の取扱いは、理事会に帰属する。 

 

第１０章 計算 

（事業年度） 

第２９条 当会の事業年度は、毎年４月１日から（翌年）３月３１日までの年１期とする。 

 

（事業計画及び収支予算） 

第３０条 当会の事業計画及び収支予算については、毎事業年度開始日の前日までに会長が作成

し、理事会の決議を経て会員総会の承認を受けなければならない。これを変更する場合も同様

とする。 

２ 前項の規定にかかわらず、やむを得ない理由により予算が成立しないときは、会長は、会員

総会の決議に基づき、予算成立の日まで前年度の予算に準じ収入を得又は支出することができ

る。 

３ 前項の収入支出は、新たに成立した予算の収入支出とみなす。 

 

（事業報告及び決算） 

第３１条 当会の事業報告及び決算については、毎事業年度終了後、会長が次の書類を作成し、

監事の監査を受け、理事会の承認を経て、定時会員総会で承認を受けなければならない。 

 一 事業報告 

 二 収支報告書 

 

第１１章 会費 

（入会金及び会費） 

第３２条 会員の入会金及び会費は次の通りとする。 

  入会金   正会員   10,000 円 

賛助会員  10,000 円 
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特別会員  （免除） 

  会費(年)  正会員   30,000 円 

        賛助会員  10,000 円 

        特別会員  （免除） 

２ 但し、事業年度の半期（9 月 30 日）を過ぎて入会する際の年会費は、規定の半額とする。 

３ 納入された入会金及び会費は、いかなる理由があっても返還しない。 

 

（納入時期・方法） 

第３３条 入会金は入会時、会費は会員総会時に当会が指定する方法で納入するものとする。但

し、入会年度の会員総会開催後に入会する際の年会費は、入会時に当会が指定する方法で納入

するものとする。 

 

（入会金及び年会費の免除） 

第３４条 NPO 法人、公益社団法人、一般社団法人、その他の市民活動団体等の任意団体、個人

等で、特段の事情がある者については、理事会の決議により入会金及び会費を免除することが

できる。 

 

第１２章 雑則 

（雑則） 

第３５条 この会則に定めるもののほか、当会の運営に関して必要な事項は、理事会において定

める。 

 

第１３章 附則 

（最初の事業年度) 

第３６条 当会の最初の事業年度は、当会成立の日から令和６年３月３１日までとする。 

 

 

 

  




